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農地貸借制度の改正について 
令和４年の農地法、農業経営基盤法、中間管理事業法等の法律改正により、令和７年３月末で利用権設定（いわゆる 

相対利用権）が廃止され、農地中間管理事業も新たな制度になりました。 

<ポイント> 

○農地の貸し借りには必ず市（農業委員会）への手続きが必要【ここは変更なし】 

○令和７年３月末で利用権設定制度（相対利用権）が廃止された 

○農地の貸し借りは「農地法３条」または「（新）中間管理事業」のいずれかで申請 

 

Ｒ７．３末までの貸借制度                         Ｒ７．４以降の貸借制度 

      

 

 ◎（新）中間管理事業による貸借について 

・所有者から県公社が農地を借りて、耕作者に転貸する制度です。 

・旧中間管理事業と異なり、借り手や賃借料は、所有者と耕作者間で決めることができます。【旧制度からの変更点】 

・貸借期間は 10 年間。 

・賃貸借（有料）、使用貸借（無料）ともに可。 物納（米等の現物で支払い）は不可。 

・毎年の耕作者への賃借料の請求、所有者への賃借料の支払いの事務は公社が行います。 

・賃貸借（有料）の場合、耕作者、所有者双方に公社手数料がかかります。 

※公社手数料…賃借料の 1%（100 円以下の場合は100 円）とその消費税。使用貸借（無料）の場合、手数料はかかりません。  

・申請窓口は市役所農地利用課（市役所本庁舎、浜名区役所、北行政センター、天竜区役所南館内）毎月10 日〆 

・申請様式は上記市役所窓口で配布。 

・申請から権利設定までに 3 ケ月程度かかります。例）4/10〆に申請→7/20 設定  

 

◎農地法3 条による貸借について (下線部は(新)中間管理事業による貸借との違い)   

・契約満期が来ても貸借は自動更新 ※契約終了には解約手続きが必要 ((新)中間管理事業は契約満期で一旦契約終了)  

・賃貸借(有料)、使用貸借(無料)いずれも可。物納も可 

・(新)中間管理事業と比べて申請書作成が少し難しい。(添付資料も多い。) 

・許可申請書とは別に、所有者⇔耕作者間の農地貸借契約書が必要 ((新)中間管理事業は契約と許可申請が一書類にパッケージ) 

・許可申請は毎月25 日〆→翌月15 日許可 ※約1 ケ月 ただし許可申請前に当事者間で契約書作成が別途必要 

 

◎既に設定されている利用権設定について 

・利用権設定制度の廃止前までに設定された利用権設定（契約期間中のもの）は、その満期までは有効です。  

 

【お問い合せ先】  

中央区 農地利用課 農地集積グループ（浜松市役所本館６階） 電話 ４５７－２８３６ 

浜名区のうち旧北区 農地利用課 北部農地利用グループ（北行政センター３階） 電話 ５２３－３１０６ 

浜名区のうち旧浜北区 農地利用課 浜北農地利用グループ（浜名区役所３階） 電話 ５８５－１１１８ 

天竜区 農業振興課 天竜農業グループ（天竜区役所別館３階） 電話 ９２２－００３０ 
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